
1 

学校法人東京工芸大学受託研究取扱規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人東京工芸大学（以下「本学」という。）の専任教育職員（以下「教員」

という。）が、学外から受託して調査・研究等をする場合の取扱いについて、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 受託研究とは、本学教員が学外からの委託を受けて職務として行う調査研究であり、これに

要する経費（以下「直接経費」及び「間接経費」という。）を委託しようとする者が負担するもの

をいう。 

２ 研究責任者とは、研究担当者のうち研究組織を代表し、研究計画とその推進に関して責任を持つ

者をいう。 

３ 研究担当者とは、研究責任者と共に受託研究を担当する者をいう。 

４ 「直接経費」とは、謝金、旅費、研究支援者等の人件費、消耗品費及び設備費等の当該研究遂行

に直接必要な経費をいう。 

５ 「間接経費」とは、水光熱費、研究で使用する大学インフラの整備・維持経費、研究実施に伴い

生じる管理事務経費及び大学の教員がインセンティブをもって受託研究に取り組むために必要な

諸経費をいう。 

６ 所属長とは、研究科においては研究科長、学部においては学部長をいう。 

（申請及び承認） 

第３条 受託研究を実施する際は、別紙様式１により、教育研究支援課長、所属長を経て理事長に提

出し、その承認を得るものとする。 

２ 受託研究は、本学の教育研究上有意義なものであり、かつ本来の教育研究に支障が生じるおそれ

がないと認められる場合に限り行うものとする。 

３ 理事長は、第一項の承認につき、研究責任者、所属長、若しくは、発明評価委員会の意見を求め

ることができる。 

（契約の締結） 

第４条 受託研究契約は、原則として別に定める様式を用いて、理事長と委託者の代表との間で締結

するものとする。 

（研究期間） 

第５条 受託研究の期間は、１研究課題につき特別の事情のない限り１年とする。 

２ 継続して研究することが必要な場合には、前条により改めて申請手続きを行うものとする。 

３ １研究課題における継続研究は、５年を限度とする。 

（研究費の取扱い） 

第６条 受託研究に要する研究経費は、研究活動に直接必要な経費に充てるものとし、その取扱いに
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ついては、本学の経理に関する規程によりこれを処理しなければならない。 

２ 受託研究に係る予算を、他の予算に流用したり、又は他の予算を当該研究費予算へ流用してはな

らない。 

３ 受託研究に係る研究費により取得した設備、備品及び図書は，本学に帰属する。 

４ 第４条において、間接経費の定めがない場合は、水光熱費、研究で使用する大学インフラの整備・

維持経費として、受託研究経費の１０％を充当するものとする。 

（施設設備及び備品等の使用） 

第７条 受託研究を行うため、大学の施設設備及び備品等を使用することができる。 

（購入設備・備品等の帰属） 

第８条 受託研究費により購入した設備・備品等の所有権は、本学に帰属する。 

（研究成果報告） 

第９条 研究責任者は、受託研究終了後すみやかに研究報告書の写し及び収支報告書（別紙２）を、

教育研究支援課長、所属長を経て理事長に提出するものとする。 

（研究成果の公表） 

第１０条 受託研究に関する研究成果は、原則として公表するものとする。ただし、公表の時期及び

方法については、ノウハウ管理事項や秘密情報の秘密保持の義務を遵守した上で、かつ、知的財産

の管理活用の妨げにならない点を考慮し、本学と委託者との間で協議の上、定めるものとする。 

（知的財産権） 

第１１条 受託研究に係る知的財産権等の帰属及びその取扱等に関しては、学校法人東京工芸大学知

的財産に関する基本方針及び学校法人東京工芸大学職務発明規程に基づき、本学と委託者とで協議

の上、決定する。なお、かかる協議に際しては、大学が知的財産の事業主体とならないこと及び大

学は教育及び研究の場であることを配慮するものとする。 

（秘密の保持） 

第１２条 受託研究先より技術上若しくは営業上の秘密の情報を受け、また、知り得た者は、その秘

密の保持に十分配慮しなければならない。 

（事務） 

第１３条 受託研究に関する事務は、教育研究支援課が担当する。 

（補則） 

第１４条 この規程に定めのない事項については、本学と委託者が協議の上、決定するものとする。 

（規程の改廃） 

第１５条 この規程の改廃は、学長と協議の上、理事長が行うものとする。 

附 則 

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 


